大麻の規制及び大麻専売事業の適正な運営に関する法律案
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第一章　総則
（趣旨）
第一条　この法律は、大麻のもたらす社会的害悪を最小化しつつ、国民の自由を拡大する観点から、大麻の輸入、輸出、収納、販売等に係る国の専売事業を新たに実施し、国の適切な品質及び価格管理の下、一定量及び一定方法に限って大麻の個人所持及び使用を認めるとともに、大麻の栽培、製造、授受、所持、使用等について必要な規制を行うことを定めるものとする。
２　前項の専売事業の実施に係る国の権能及びこれに伴う必要な事項は、この法律及び独立行政法人大麻専売機構法の定めるところにより、独立行政法人大麻専売機構（以下、「機構」という。）に行わせる。
（定義）
第二条　この法律で「大麻」とは、大麻草（カンナビス・サティバ・エル）及びその製品をいう。ただし、大麻草の成熟した茎及びその製品（樹脂を除く。）並びに大麻草の種子及びその製品を除く。
第三条　この法律で「大麻取扱者」とは、第一種大麻取扱者及び第二種大麻取扱者をいう。
２　　この法律で「第一種大麻取扱者」とは、次の各号に定める者をいう。
一　第一種大麻栽培者　都道府県知事の免許を受けて、繊維若しくは種子を採取する目的で、大麻草を栽培する者をいう。
二　大麻研究者　都道府県知事の免許を受けて、大麻を研究する目的で大麻草を栽培し、又は大麻を使用する者をいう。
３　この法律で「第二種大麻取扱者」とは、次の各号に定める者をいう。
一　第二種大麻栽培者　機構の免許を受けて、大麻製品の原料の用に供する大麻草を栽培する者をいう。
二　大麻製造業者　機構の免許を受けて、機構より買入れた大麻草を加工して大麻製品を製造することを業とする者をいう。
三　大麻提供業者　機構の免許を受けて、大麻製品の提供を行う施設（以下「大麻提供施設」という。）を開設し、大麻使用資格者に対し、機構より買い入れた大麻を販売し、かつ大麻の吸食を行わせる営業を行う者をいう。
第四条　この法律で「大麻使用資格者」とは、機構から大麻使用資格証の交付を受け、大麻提供業者が提供する大麻提供施設において、この法律の定める基準に従い大麻を買い受けることができる者をいう。
（他の法律との調整）
第五条　本法に規定する大麻製造業者及び大麻提供業者の行う大麻の製造及び販売の業務、第八条ただし書に基づき大麻研究者が行う大麻の製造並びにこれらにより製造若しくは販売される大麻については、薬事法（昭和三十五年八月十日法律第百四十五号）第四章、第五章、第六章、第七章、第八章の規定及びこれらの規定に係る罰則並びに麻薬及び向精神薬取締法（昭和二十八年三月十七日法律第十四号）第二章の規定及び当該規定に係る罰則は、適用しない。
第二章　禁止及び制限
（栽培の禁止）
第六条　第一種大麻栽培者、第二種大麻栽培者及び大麻研究者でなければ、大麻を栽培してはならない。
２　第一種大麻栽培者、第二種大麻栽培者及び大麻研究者は、その登録を受けた栽培地以外の場所で、又は登録を受けた栽培面積を超えて、大麻を栽培してはならない。
（輸入及び輸出の禁止）
第七条　何人も、大麻を輸入し、又は輸出してはならない。ただし、大麻研究者が、厚生労働大臣の許可を受けて、大麻を輸入し、又は輸出する場合は、この限りでない。
２　前項の規定による大麻の輸入又は輸出の許可を受けようとする大麻研究者は、厚生労働省令で定めるところにより、その研究に従事する施設の所在地の都道府県知事を経由して厚生労働大臣に申請書を提出しなければならない。
（製造の禁止）
第八条　大麻製造業者でなければ、大麻製品を製造してはならない。ただし、大麻研究者が研究のため使用する際に大麻を製造する場合については、この限りでない。
（授受の禁止）
第九条　大麻取扱者でなければ、大麻を譲り渡し、又は譲り受けてはならない。ただし、大麻提供施設において大麻提供業者と大麻使用資格者の間で行われる吸食の用に供する大麻の授受については、この限りでない。

２　第一種大麻栽培者は、大麻を第一種大麻取扱者以外の者に譲り渡してはならない。
３　大麻研究者は、大麻を他人に譲り渡してはならない。ただし、厚生労働大臣の許可を受けて、他の大麻研究者に譲り渡す場合は、この限りでない。
４　前項ただし書の規定による大麻の譲渡しの許可を受けようとする大麻研究者は、厚生労働省令で定めるところにより、その研究に従事する施設の所在地の都道府県知事を経由して厚生労働大臣に申請書を提出しなければならない。
５　第二種大麻栽培者及び大麻製造業者は、大麻を機構以外の者に譲り渡してはならない。ただし、相続又は事業承継に伴う大麻の移転並びにこの法律に基づき機構の承認を受けて譲り渡す場合については、この限りでない。
６　大麻提供業者は、この法律の定めに従い、大麻提供施設において、大麻使用資格者に対し大麻を交付する場合を除き、他人に大麻を譲り渡してはならない。ただし、相続又は事業承継に伴う大麻の移転並びにこの法律に基づき機構の承認を受けて譲り渡す場合については、この限りでない。
７　大麻取扱者は、前各項の規定により禁止される大麻の譲渡の相手方となってはならない。
（所持の禁止）
第十条　大麻取扱者及び大麻使用資格者でなければ、大麻を所持してはならない。
２　前項の規定により大麻を所持することができる者は、大麻をその所持が認められた目的以外の目的に使用してはならない。
（研究目的の使用の禁止）
第十一条　大麻研究者でなければ、大麻を研究のため使用してはならない。
（廃棄の禁止）
第十二条　第二種大麻取扱者は、第三十四条、第三十五条、第三十八条第二項、第四十八条第二項及び第五十七条の規定による機構の承認又は指示を受け、機構の職員の立会いの下でなければ、その所持する大麻を廃棄してはならない。
（厚生労働大臣の権限）
第十三条　厚生労働大臣は、この法律の規定にかかわらず、大麻に関する犯罪鑑識の用に供する大麻を輸入し、又は譲り受けることができる。
２　厚生労働大臣は、前項の規定により輸入し、又は譲り受けた大麻を、大麻に関する犯罪鑑識を行う国又は都道府県の機関に交付するものとする。
３　前項の機関に勤務する職員は、当該機関が同項の規定により厚生労働大臣から交付を受けた大麻を、大麻に関する犯罪鑑識のため、使用し、又は所持することができる。
４　第二項の規定により厚生労働大臣から大麻の交付を受けた機関の長は、帳簿を備え、これに、大麻に関する犯罪鑑識のため使用した大麻の品名及び数量並びにその年月日その他厚生労働省令で定める事項を記載しなければならない。
５　厚生労働大臣は、外国政府から大麻に関する犯罪鑑識の用に供する大麻を輸入したい旨の要請があったときは、この法律の規定にかかわらず、第一項の規定により輸入し、若しくは譲り受けた大麻又は法令の規定により国庫に帰属した大麻を、当該外国政府に輸出することができる。
第十四条　機構は、この法律の規定にかかわらず、大麻専売事業の円滑な実施のため必要な範囲で、大麻の種子（加熱等による発芽不能処理が施されていないものを含む。）、大麻草及び大麻製品を輸入し又は大麻取扱者から譲り受け、これらの栽培、製造、研究及びその品質を検査する目的の使用、大麻取扱者への交付、廃棄その他この法律及び厚生労働省令で定める業務を行うことができる。
第三章　第一種大麻取扱者に関する事項
第一節　免許

（第一種大麻取扱者免許）
第十五条　第一種大麻取扱者になろうとする者は、厚生労働省令の定めるところにより、都道府県知事の免許を受けなければならない。
２　次の各号のいずれかに該当する者には、第一種大麻取扱者免許を与えない。
一　麻薬、大麻又はあへんの中毒者（依存性のある化学物質の乱用により、身体的又は精神的な依存症状を呈するに至った者及び、当該化学物質の長期又は過剰な摂取により、心身の機能に障害をきたしている者をいう。以下同じ。）
二　禁錮以上の刑に処せられた者
三　成年被後見人、被保佐人又は未成年者

第十六条 　都道府県に第一種大麻取扱者名簿を備え、大麻取扱者免許に関する事項を登録する。
２　前項の規定により登録すべき事項は、厚生労働省令でこれを定める。

第十七条 　都道府県知事は、第一種大麻取扱者免許を与えるときは、第一種大麻取扱者名簿に登録し、第一種大麻取扱者免許証を交付する。
２　前項の免許証は、これを譲り渡し、又は貸与してはならない。

第十八条 　第一種大麻取扱者免許の有効期間は、免許の日からその年の十二月三十一日までとする。

第十九条　第一種大麻取扱者は、免許の取消を受けようとするときは、厚生労働省令の定めるところにより、都道府県知事に申請しなければならない。
２　第一種大麻取扱者が死亡又は解散したときは、相続人（相続人のあることが明らかでないときは、相続財産の管理人。以下同じ。）又は清算人は、厚生労働省令の定めるところにより、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。
３　都道府県知事は、第一項の申請又は前項の届出があったときは、第一種大麻取扱者名簿の登録を抹消する。
４　第一種大麻取扱者は、第一種大麻取扱者免許が第七十四条の規定により取り消され、その他その効力を失ったときは、第一種大麻取扱者免許証を都道府県知事に返納しなければならない。
５　第一種大麻取扱者は、第一種大麻取扱者名簿の登録事項に変更を生じたときは、十五日以内に、都道府県知事に届け出なければならない。
６　第一種大麻取扱者は、免許証を毀損し、又は亡失したときは、十五日以内に、その事由を記載し、かつ、毀損した場合にはその免許証を添えて、都道府県知事に免許証の再交付を申請しなければならない。
７ 　第一種大麻取扱者は、前項の規定により免許証の再交付を受けた後、亡失した免許証を発見したときは、十五日以内に、都道府県知事にその免許証を返納しなければならない。
第二節　大麻の取扱い

（第一種大麻栽培者）
第二十条 　第一種大麻栽培者は、大麻をその栽培地外へ持ち出してはならない。ただし、都道府県知事の許可を受けたときは、この限りでない。
第二十一条 　第一種大麻栽培者は、毎年の一月三十日までに、次に掲げる事項を都道府県知事に報告しなければならない。
一 　前年中の大麻草の作付面積
二 　前年中に採取した大麻草の繊維の数量

（大麻研究者）
第二十二条　大麻研究者は、その研究に従事する施設に帳簿を備え、これに次に掲げる事項を記載しなければならない。
一　採取し、譲り受け、又は廃棄した大麻の品名及び数量並びにその年月日
二　研究のため使用し、又は研究の結果生じた大麻の品名及び数量並びにその年月日
２　大麻研究者は、前項の帳簿を、最終の記載の日から二年間、保存しなければならない。
第二十三条 　大麻研究者は、毎年一月三十日までに、次に掲げる事項を都道府県知事に報告しなければならない。
一　前年の初めに所持した大麻の品名及び数量
二　前年中の大麻草の作付面積
三　前年中に採取し、又は譲り受けた大麻の品名及び数量
四　前年中に研究のため使用した大麻の品名及び数量並びに研究の結果生じた大麻の品名及び数量
五　前年の末に所持した大麻の品名及び数量
第四章　第二種大麻取扱者に関する事項
第一節　免許
（免許）
第二十四条　第二種大麻取扱者になろうとする者は、厚生労働省令の定めるところにより、機構の免許を受けなければならない。
２　大麻製造業者及び大麻提供業者の免許は、それぞれ大麻を取り扱う事業所ごとに行う。
（免許の基準）
第二十五条　次の各号のいずれかに該当する者には、第二種大麻取扱者免許を与えないことができる。
一　麻薬、大麻又はあへんの中毒者
二　成年被後見人、被保佐人又は満二十歳未満の者
三　禁錮以上の刑に処せられた者
四　この法律、麻薬及び向精神薬取締法（昭和二十八年三月十七日法律第十四号）、覚せい剤取締法 （昭和二十六年法律第二百五十二号）若しくは国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律（平成三年法律第九十四号）に違反する罪、刑法（明治四十年法律第四十五号）第二編第十四章又は第二百八条の二に定める罪を犯し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終り、又は執行を受けることがなくなった後、五年を経過していない者
五　第七十四条の規定により第一種大麻取扱者免許若しくは第二種大麻取扱者免許を取り消され、取消の日から三年を経過していない者
六　集団的に、又は常習的に暴力的不法行為その他の罪に当たる違法な行為で厚生労働省令で定めるものを行うおそれがあると認めるに足りる相当な理由がある者
七　法人又は団体であって、その業務を行う役員のうちに前項各号のいずれかに該当する者があるもの
八　その他、この法律の規定に基づき適正に大麻の栽培、製造及び提供の業務を行うことができない者として厚生労働省令で定めるもの
２　前条の免許の申請に係る事業所等につき、次の各号のいずれかに該当する事由があるときは、第二種大麻取扱者免許を与えないことができる。
一　第二種大麻栽培者の免許の申請に係る栽培地、乾燥場及び保管場、若しくは大麻製造業者及び大麻提供業者の免許の申請に係る事業所の構造、設備及び業務体制がこの法律および厚生労働省令で定める基準に適合しないとき。
二　大麻の管理上不適切と認められる場所で大麻に関する営業を行おうとする場合で、厚生労働省令で定める事由に該当するとき。
（登録及び免許証の交付）
第二十六条 　機構に第二種大麻取扱者名簿を備え、第二種大麻取扱者免許に関する事項を登録する。
２ 　前項の規定により登録すべき事項は、厚生労働省令でこれを定める。
３ 　第二種大麻取扱者は、第二種大麻取扱者名簿の登録事項に変更を生じたときは、十五日以内に、機構に届け出なければならない。
第二十七条 　機構は、第二種大麻取扱者免許を与えるときは、第二種大麻取扱者名簿に登録し、第二種大麻取扱者免許証を交付する。
２ 　前項の免許証は、これを譲り渡し、又は貸与してはならない。
（免許の有効期間）
第二十八条 　第二種大麻取扱者免許の有効期間は、免許の日からその日の属する年の翌年の十二月三十一日までとする。
（免許の失効）
第二十九条　第二種大麻取扱者免許は、その有効期間が満了したとき、次条第一項及び第二項の届け出があったとき、及び第七十四条の規定により免許の取り消しを受けたときは、その効力を失う。
２　機構は、失効した免許に係る第二種大麻取扱者名簿の登録を抹消する。
３　第二種大麻取扱者は、その免許が失効したときは、十五日以内に、機構にその免許証を返納しなければならない。
（業務廃止等の届出）
第三十条　第二種大麻取扱者は、当該免許の有効期間中に当該免許に係る大麻の栽培、製造又は提供を廃止したときは、厚生労働省令の定めるところにより、その旨を機構に届け出なければならない。
２ 　第二種大麻取扱者が死亡し、解散し、又は合併若しくは分割を行った場合において、大麻の栽培、製造又は提供を引き続き行おうとする相続人若しくは承継人がいないときは、相続人（相続人のあることが明らかでないときは、相続財産の管理人。以下同じ。）若しくは清算人についてはその相続又は解散後、合併又は分割する法人についてはその法人の代表者が承継後、三十日以内にその旨を機構に届け出なければならない。
（相続及び承継）
第三十一条　第二種大麻取扱者において、相続（包括遺贈を含む、以下同じ。）、合併又は分割があった場合において、その相続人、合併後存続する法人又は合併により設立した法人若しくは分割により当該営業を承継した法人が引き続きその大麻の栽培、製造または提供の業を行おうとするときは、相続又は承継の日から三十日以内に、厚生労働省令で定めるところにより届け出ることによって、機構に事業継続の承認を申請しなければならない。
２　機構は、前項の申請をした相続人、合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人又は分割により当該営業を承継した法人が第二十五条の定める基準に照らし不適当と認める場合を除き、前項の承認を与えるものとする。
３　前項の承認をしたときは、当該相続人、合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人又は分割により当該営業を承継した法人は、その相続または承継の時において、第二種大麻取扱者免許を受けたものとみなす。
４　第一項の承認の申請をした相続人又は承継人は、その承認を受けたときは、遅滞なく、被相続人又は被承継人が交付を受けた免許証を機構に返納して、新たな免許証の交付を受けなければならない。
５　第一項の相続又は承継をした相続人又は承継人が所持する大麻については、その相続又は承継があった日からその承認の可否の通知を受けた日までの期間は、第十条第一項の規定を適用しない。
（免許証の亡失等）
第三十二条 　第二種大麻取扱者は、免許証を毀損し、又は亡失したときは、十五日以内に、その事由を記載し、かつ、毀損した場合にはその免許証を添えて、機構に免許証の再交付を申請しなければならない。
２ 　第二種大麻取扱者は、前項の規定により免許証の再交付を受けた後、亡失した免許証を発見したときは、十五日以内に、機構にその免許証を返納しなければならない。
（廃業の場合の措置）
第三十三条　第二種大麻取扱者は、第二十九条第一項の規定によりその免許が失効したとき（引き続きその者が第二種大麻取扱者となった場合を除く）は、十五日以内に、機構に、現に所有する大麻の数量及び品目を届け出なければならない。
２　前項の規定により届け出なければならない者については、これらの者が届出事由の生じた日から五十日以内に、同項の大麻を機構若しくは第二種大麻取扱者に譲り渡す場合に限り、その譲渡し及び譲受けについては、第九条第五項、同第六項並びに第七項の規定を適用せず、また、これらの者の大麻の所持については、同期間に限り、第十条第一項の規定を適用しない。
３ 前項の期間内に麻薬を譲り渡した者（機構に譲り渡そうとする者を除く。）は、その譲渡の日から十五日以内に、機構に、その大麻の品目及び数量、譲渡の年月日並びに譲受人の氏名又は名称及び住所を届け出なければならない。
４　前三項の規定は、第三十条第二項において大麻の栽培、製造又は提供の業務を引き継ぐ者がいない場合の相続人及び承継人、若しくは第三十一条第一項の事業継続の承認の申請を行い、その拒否を受けた相続人又は承継人に対し準用する。
（機構の買取り等）
第三十四条　機構は、第二種大麻栽培者がその栽培面積を減少し、又は栽培の一部廃止を行った場合において、その栽培を引き継ぐ者がないときは、現存する大麻及び大麻の種子を廃棄させ、もしくは買い取ることができる。

第三十五条　機構は、第三十条第一項又は第二項に基づき大麻の栽培、製造又は提供を廃止しようとする者がいるときは、必要に応じその者の所持する大麻及び大麻製品を廃棄させ、もしくは買い取ることができる。
第三十六条　機構は、前二項の規定により買い取った大麻の種子、大麻、大麻草、又は、大麻製品が機構の責に帰すべき事由又は不可抗力によらないで次の各号のいずれかに該当するものとなったときは、払い戻すべき金額から減価に相当する金額を控除する。

一　品質が悪変したとき。

二　包装が破損し、又は汚染したとき。

第二節　第二種大麻栽培者
（栽培及び収穫）
第三十七条 第二種大麻栽培者は、機構の定める方法により、大麻を栽培し、及び収穫しなければならない。
２　機構は、必要に応じて、第二種大麻栽培者に大麻の種子又は大麻草の苗を交付することができる。　
３　第二種大麻栽培者は、機構の承認を受けなければ、大麻の栽培を廃止し、又は栽培面積を縮小してはならない。
（収納及び納付）
第三十八条 　第二種大麻栽培者は、その収穫した大麻草に、機構の定める方法により乾燥処理を施した後、第二項の規定に基づき廃棄するものを除いて、その葉及び花穂をすべて機構に納付しなければならない。
２　第二種大麻栽培者は、機構の鑑定により、その収穫した大麻草の葉及び花穂で機構へ納付するに適しないと認められたものを、機構の承認を受けて廃棄しなければならない。
３　第二種大麻栽培者がその収穫した大麻草の葉及び花穂を機構に納付すべき期限および場所は、あらかじめ機構が定めて通知する。
４　第二種大麻栽培者は、その収穫した大麻を前項に定めるその年の大麻の納付期限をこえて所持してはならない。
（鑑定）
第三十九条　機構は、第二種大麻栽培者の納付した大麻草の葉及び花穂の等級を鑑定し、その等級に相当する収納代金を支払う。
２　前項の鑑定の方法は、厚生労働省令で定める。
３　機構は、大麻草の葉又は花穂を収納したときは、第一項の鑑定の結果が判明する前に、厚生労働省令の定めるところにより、収納代金の一部を支払うことができる。
（収納価格）
第四十条 　機構に納付される大麻の収納価格は、第二種大麻栽培者の生産事情及びその他の経済事情を考慮して、その等級ごとに毎年機構が定め、あらかじめ公示する。
２　第一項の等級に関する事項は、厚生労働省令で定める。
（災害補償）
第四十一条　機構は、第二種大麻栽培者の栽培した大麻又は収穫した大麻草の葉及び花穂が、風害、水害、雨害、震害、ひょう害、冷害、雪害、凍害、干害、病害その他の災害にかかり、著しい損害を受けたときは、その損害の二分の一に相当する金額の範囲内で、補償金を交付することができる。
２　第二種大麻栽培者は、前項の規定に基づき、補償金の交付を受けようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、同項に規定する災害による被害を受けた後、速やかに申請書を機構に提出しなければならない。
第三節　大麻製造業者
（大麻製品の種類等）

第四十二条　機構は、大麻製品の規格を定める。

（大麻草の売渡）

第四十三条　大麻草の売渡に関する事項は、別に機構で定める。

（大麻製品の仕様）

第四十四条　大麻製造業者は、大麻草の売渡に係る契約後、遅滞なく、製造予定製品の仕様について、次の各号に掲げる事項を届出なければならない。

一　大麻製品の名称

二　製品する大麻製品の数量

三　大麻製品に含まれる別表で定める物質の含有量

四　大麻製品の使用期限（定められた方法により保存した場合において、腐敗、変敗その他の品質の劣化に伴い安全性を欠くこととなるおそれがないと認められる期限を示す年月日をいう。以下同じ。）

五　その他機構が定める事項

２　機構は、大麻製品の仕様が第四十二条の規定により機構が定める規格に反すると認めるときは、仕様の変更を命令することができる。

（従業員の保護）

第四十五条　大麻製造業者は、その事業所において大麻を扱う業務に従事する者の生命、身体等の安全が確保されるよう、必要な措置を講じなければならない。

（大麻草の譲渡）

第四十六条　大麻製造業者は、大麻草の全部又は一部を譲渡しようとするときは、あらかじめ、機構の承認を得なければならない。

（大麻製品の価格）

第四十七条　機構は、大麻製品ごとに買取価格を決定し、大麻製造業者に通知する。

２　機構は、買取価格を判断するに当たっては、仕様のみによることなく、類似製品の価格、市場での販売実績等を考慮しなければならない。

（大麻製品の買取等）

第四十八条　機構は、次項の規定により廃棄するものを除き、大麻製造業者の製造したすべての大麻製品を買い取る。

２　大麻製造業者は、その製造した大麻製品で機構の定める規格に適合しないものを、機構の承認を受けて廃棄しなければならない。

（支払の特例）

第四十九条　機構は、大麻製造業者への支払代金から在庫の引取り、破棄、その他在庫の処理に要した費用を控除する。

（大麻製造業者の提案）

第五十条　大麻製造業者は、機構に対し、厚生労働省令で定める場合に、大麻製品の種類及び規格の改正を提案することができる。

第四節　大麻提供業者
（大麻製品の卸売)

第五十一条　機構から大麻提供業者に対する大麻製品の卸売に関する事項は、別に機構で定める。

（大麻製品の小売価格）

第五十二条　大麻提供業者は、その定める小売価格を機構に届け出なければならない。なお、価格を変更したときも同様とする。

２　大麻提供業者は、その営業所において提供する大麻の品目ごとに、第一項の規定による小売価格を当該営業所に掲示しなければならない。

（構造及び設備の基準）

第五十三条　大麻提供業者は、営業所の構造及び設備を、厚生労働省令の基準に適合するように維持しなければならない。

２　大麻提供業者は、前項の規定に加え、厚生労働省令の定める基準に従い、営業所に半導体集積回路（半導体集積回路の回路配置に関する法律（昭和六十年法律第四十三号）第二条第一項 に規定する半導体集積回路をいう。以下同じ。）が組み込まれたカードの読み取り設備を設置しなければならない。

（大麻製品の譲渡）

第五十四条　大麻提供業者は、大麻製品の全部又は一部を譲渡しようとするときは、あらかじめ、機構の承認を得なければならない。

（禁止行為）

第五十五条　大麻提供業者は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。

一　大麻使用資格者以外の者を営業所に立ち入らせること。

二　営業所で酒類を提供すること。

三　車両等（道路交通法（昭和三十五年六月二十五日法律第百五号）第二条第一項第八号に規定する車両又は同項第十三号に規定する路面電車をいう。）を運転することとなるおそれがある大麻使用資格者に対し、大麻を提供すること。

四　第六十七条第三項に定める基準量を超えて、大麻使用資格者に対し、大麻を提供すること。

五　営業所で、大麻使用資格者でない者を客に接する業務に従事させること。

（努力義務）

第五十六条　大麻提供業者は、大麻を使用した大麻使用資格者が、他の大麻使用資格者若しくは大麻提供業者の従業員その他の者の生命、身体、財産等に危害を加えないよう、営業上必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（使用期限を渡過した大麻の廃棄）

第五十七条　大麻提供業者は、使用期限を過ぎた大麻製品を、機構の承認を受けて廃棄しなければならない。

（大麻取扱責任者）

第五十八条　大麻提供業者は、営業所ごとに、当該営業所における業務の実施を統括管理する者のうちから、第三項に規定する業務を行う者として、大麻取扱責任者を選任しなければならない。

２　次の各号のいずれかに該当する者は、大麻取扱責任者となることができない。

一　大麻使用資格者でない者

二　第二十五条第一項第一号、第二号、第五号、第六号及び第八号のいずれかに該当する者

３　大麻取扱責任者は、当該営業所における業務の実施に関し、大麻提供業者又はその従業員に対し、これらの者が法令の規定を遵守してその業務を実施するため必要な助言又は指導を行い、その他当該営業所における業務の適正な実施を確保するため必要な業務で厚生労働省令で定めるものを行うものとする。

４　大麻提供業者は、大麻取扱責任者が前項に規定する業務として行う助言を尊重しなければならず、大麻提供業者の従業員は、大麻取扱責任者がその業務として行う指導に従わなければならない。

５　機構は、大麻取扱責任者が第二項の各号に該当すると認めたとき、又はその者がその職務に関し法令若しくは機構の定める規則の規定に違反した場合において、その情状により大麻取扱責任者として不適当であると認めたときは、大麻提供業者に対し、当該責任者の解任を勧告することができる。

６　機構は、第三項に規定する大麻取扱責任者の業務を適正に実施させるため必要があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、大麻取扱責任者に対する講習を行うことができる。

７　大麻提供業者は、機構からその選任に係る大麻取扱責任者について前項の講習を行う旨の通知を受けたときは、当該責任者に講習を受けさせなければならない。

第五節　保管並びに業務に係る記録及び届出
（第二種大麻栽培者の保管義務）
第五十九条　第二種大麻栽培者は、その収穫した大麻を機構に納付するまで、かぎをかけた堅固な設備内に収めてこれを保管しなければならない。ただし、乾燥中は、かぎをかけた設備内に保管することができる。
２　第二種大麻栽培者は、その登録を受けた乾燥場以外の場所で大麻を乾燥し、又は登録を受けた大麻の保管場以外の場所で大麻を保管してはならない。
３　第二種大麻栽培者の所持する大麻は、その栽培地、乾燥場、保管場又は機構の定める納付場所へ運送するほか、他へ運送してはならない。
４　前項の場合において、機構は、必要と認めるときは、第二種大麻栽培者に対して、大麻の運送の通路及び時間を指示することができる。
５　前各項に定めるもののほか、第二種大麻栽培者が、大麻の滅失、盗難、紛失その他の事故を防止するためにとるべき措置については、厚生労働省令で定める。
（大麻製造業者及び大麻提供業者の保管義務）
第六十条 　大麻製造業者及び大麻提供業者は、その所有し、又は管理する大麻を、かぎをかけた堅固な設備内に収めて保管しなければならない。
（事故の届出）
第六十一条　第二種大麻取扱者は、その所有する大麻につき、滅失、盗難、紛失その他の事故が生じたときは、速やかに、その数量、その他事故の状況を明らかにするために必要な事項を機構に届け出なければならない。
２　機構は、前項の届出を受けたときは、速やかに厚生労働大臣に報告しなければならない。
（帳簿）
第六十二条　大麻製造業者は、大麻を扱う事業所に帳簿を備え、これに次の各号に掲げる事項を記載しなければならない。
一　譲り受け、大麻製品の製造のために使用し、又は廃棄した大麻草の葉及び花穂の数量及びその年月日
二　製造し、又は譲り渡した大麻製品の品目、数量及びその年月日

三　第六十一条の規定により届け出た大麻及び大麻製品の数量
２　大麻製造業者は、前項の帳簿を、その最終の記載の日から二年間、保存しなければならない。
第六十三条　大麻提供業者は、大麻提供施設に帳簿を備え、これに次の各号に掲げる事項を記載しなければならない。
一　譲り受けた大麻製品の品目、数量及びその年月日
二　譲り渡した大麻製品の品目、数量及びその年月日
三　第六十一条の規定により届け出た大麻製品の数量
四　廃棄した大麻製品の数量及びその年月日
２　大麻提供業者は、前項の帳簿を、その最終の記載の日から二年間、保存しなければならない。
（報告）
第六十四条　第二種大麻栽培者は、毎年の一月三十日までに、次の各号に掲げる事項を機構に報告しなければならない。

一　当年の大麻草の作付予定面積

二　前年中に採取した大麻草の種子の数量
第六十五条　大麻製造業者は、半期ごとに、その期間の満了後十五日以内に、次の各号に掲げる事項を機構に報告しなければならない。
一　期初に所有した大麻草の葉及び花穂の数量並びに大麻製品の品目及び数量
二　その期間中に大麻製品の製造のために使用した大麻草の葉及び花穂の数量
三　その期間中に製造した大麻製品の品目及び数量
四　その期間中に譲り受けた大麻草の葉及び花穂の数量並びに譲り渡した大麻製品の品目及び数量、並びに譲渡し又は譲受けの年月日
五　期末に所有した大麻草の葉及び花穂の数量並びに大麻製品の品目及び数量
六　その他厚生労働省令で定める事項
第六十六条　大麻提供業者は、半期ごとに、その期間の満了後十五日以内に、次の各号に掲げる事項を機構に報告しなければならない。
一　期初に所有した大麻製品の品目及び数量
二　その期間中に譲り受けた大麻製品の品目及び数量並びに譲り渡した大麻製品の品目及び数量、並びに譲渡し又は譲受けの年月日
三 　期末に所有した大麻製品の品目及び数量
四 　その他厚生労働省令で定める事項
第五章　大麻使用資格者
第一節　資格証等
（資格証）


第六十七条　この法律に基づき、大麻提供施設において大麻の買い受けようとする者は、機構に厚生労働省令で定める様式の申請書を提出し、大麻使用資格者証（以下「資格証」という。）の交付を受けなければならない。
２　資格証を受けようとする者は、申請に際し、機構の行う適性診断を受けなければならない。
３　機構は、前項の申請書の内容及び適性診断の結果から判断して、当該資格証の交付を受けようとする者が買い受けることができる大麻の上限量、用法等につき、保健衛生上必要な基準を定め、資格証に記載するものとする。
４前項の基準は、大麻使用資格者の大麻を使用する自由を不当に制限するものであってはならない。
５　資格証は、第五十三条第二項に規定する半導体集積回路が組み込まれたカードとする。
６　前各項に定めるもののほか、資格証の交付の申請、資格証の記載事項、規格並びに適性診断の内容についての必要な事項は、厚生労働省令で定める。
（欠格事由）
第六十八条　次の各号のいずれかに該当する者には、資格証を与えない。
一　満二十歳未満の者
二　アルコール、麻薬、大麻、あへんその他依存性を有する化学物質で厚生労働省令で定めるものに対し、重度の身体的又は精神的な依存症状を呈し、若しくはこれらの乱用により、心身の機能に障害を来している者
三　この法律、麻薬及び向精神薬取締法（昭和二十八年三月十七日法律第十四号）、覚せい剤取締法（昭和二十六年法律第二百五十二号）若しくは国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律（平成三年法律第九十四号）に違反する罪又は刑法（明治四十年法律第四十五号）第二編第十四章に定める罪又は第二百八条の二に定める罪を犯し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終り、又は執行を受けることがなくなった後、一年を経過していない者
四　第七十五条の規定により資格証を取り消され、その日から一年を経過していない者
五　次条第一項の規定により資格証の拒否を受け、その日から六月を経過していない者、若しくは同条の規定により資格証の保留を受けその保留に係る期間を経過していない者
（資格証の交付及び拒否等）
第六十九条　機構は、前条各号に定める事由に該当する場合を除いて、適性診断の結果を得た後遅滞なく、申請者に対し資格証を交付しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する者については、厚生労働省令で定める基準に従い、資格証を与えず、又は六月を超えない範囲において資格証付与を保留することができる。
一　第六十七条第二項の適性診断の結果、大麻の使用が申請者の心身の健康に著しい危害を加えるおそれがあるものとして厚生労働省令で定める事由に該当する者
二　アルコール、麻薬、大麻、あへんその他依存性を有する化学物質で厚生労働省令で定めるものにつき、身体的又は精神的な依存症状を呈する者
三　この法律、麻薬及び向精神薬取締法（昭和二十八年三月十七日法律第十四号）、覚せい剤取締法（昭和二十六年法律第二百五十二号）若しくは国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律（平成三年法律第九十四号）に基づく禁止、命令又は処分に対し重大な違反をし、又は刑法（明治四十年法律第四十五号）第二編第十四章に定める罪又は第二百八条の二に定める罪にあたる行為をした者
四　他人をそそのかして前号に定める行為をさせ、または当該行為を助ける行為をした者
五　第七十五条の規定により資格証を取り消され、その日から三年を経過していない者
２　前項の資格証の拒否又は保留は、申請者の心身の健康の保護及び大麻事業の運営の適正の確保という観点から不可欠な範囲に限り、これを行うことができる。
３　第一項の資格証は、これを譲り渡し、又は貸与してはならない。
（定期診断）
第七十条　大麻使用資格者は、その資格証の交付の日及び最後の定期診断の日から一年を経過する期間の内に、機構の行う定期診断を受けなければならない。
２　機構は、前項の定期診断の結果から判断して、必要があるときは、当該資格証の交付を受けようとする者が買い受けることができる大麻の上限量又は用法等につき、保健衛生上必要な基準に変更を加え、資格証に記載するものとする。
３　第六十七条第四項の規定は、前項の基準の変更について準用する。
４　前三項に定めるもののほか、定期診断の内容についての必要な事項は、厚生労働省令で定める。
第二節　大麻の使用
（資格証の携帯及び提示義務）
第七十一条　大麻使用資格者は、大麻提供施設に立ち入るときは、資格証を携帯していなければならない。
２　大麻使用資格者は、大麻提供施設において、大麻提供業者の従業員、警察官、第七十八条に定められる麻薬取締官、麻薬取締員その他の職員、又は機構の職員から資格証の提示を求められたときは、これを提示しなければならない。
（大麻提供施設の立ち入り）
第七十二条　大麻使用資格者でなければ、客として大麻提供施設に立ち入ってはならない。
２　大麻使用資格者は、次の各号のいずれかに該当するときは、大麻提供施設に立ち入ってはならない。
一　第六十八条第一項各号に定める事由に該当する者
二　酒気を帯びる者
三　大麻の併用により大麻使用資格者の心身の健康を著しく害するおそれのある食品、薬品その他厚生労働省令で定めるものを摂取し、同省令で定める所定の時間を経過するまでの者
四　大麻の使用により大麻使用資格者の心身の健康を著しく害するおそれのある病気等で厚生労働省令で定めるものにり患している者
３　大麻取扱責任者は、大麻使用資格者が前項各号に定める事由に該当するか否かについて、大麻使用資格者に対し必要な質問を行うものとする。
４　前項の質問若しくは大麻使用資格者の挙動その他の事情から判断して、大麻使用資格者が第二項各号に定める事由に該当することを信じるに足る合理的な理由があるときは、大麻取扱責任者は、大麻の提供を拒否し、若しくは当該大麻使用資格者を大麻提供施設から退去させることができる。
（大麻の譲受け及び使用）
第七十三条　大麻使用資格者は、第六十七条第三項に定める大麻の買受けに関する基準の範囲内に限り、大麻提供業者から大麻を譲り受けることができる。
２　大麻使用資格者は、大麻提供業者から大麻を譲り受けようとするときは、大麻提供業者の従業員に対し資格証を提示し、前項の基準量、用法並びに大麻使用の状況を申告しなければならない。
３　前項の申告の方法は、厚生労働省令で定める。
４　大麻使用資格者は、その譲り受けた大麻を、他の大麻使用資格者に譲り渡し、または大麻提供施設外に持ち出してはならない。
５　大麻使用資格者は、その譲り受けた大麻で使用しないものについては、その廃棄に係る大麻を大麻提供業者に返還するものとする。
６　大麻使用資格者は、その譲り受けた大麻について滅失、盗難、紛失等の事故が生じないよう、若しくは大麻の使用に伴い、受動喫煙（室内又はこれに準ずる環境において、他人に大麻の煙を吸わせることをいう。）が生じないよう努めなければならない。
第六章　監督
（免許の取消し）
第七十四条　大麻取扱者がその業務に関し犯罪又は不正の行為をしたときは、その免許を交付した都道府県知事又は機構は免許を取り消すことができる。
（資格証の取消し及び効力の停止）
第七十五条　大麻使用資格者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、機構は、その者の資格証を取消し、又は六月を越えない期間を定めてその効力を停止することができる。
一　第六十八条各号の定める事由に該当するとき。
二　第六十九号第一項各号の定める事由に該当するとき。
第七十六条　大麻使用資格者は、機構に資格証の取消しを申請することができる。
２ 　前項の規定による申請を受けた機構は、厚生労働省令で定めるところにより、当該申請に係る資格証を取り消すものとする。
第七十七条 　厚生労働大臣は、法令の規定により国庫に帰属した大麻について必要な処分をすることができる。
（立入検査等）
第七十八条　厚生労働大臣、都道府県知事又は機構は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、第一種大麻取扱者、第二種大麻取扱者、大麻使用資格者その他の関係者から必要な報告を求め、又は麻薬取締官、麻薬取締員その他の職員に、栽培地、製造所、倉庫、営業所、研究室その他大麻に関係ある場所に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿書類その他の物件を検査させ、関係者に質問させ、試験のため必要な最小分量に限り大麻を無償で収去させることができる。
２　麻薬取締官、麻薬取締員その他の職員が前項の規定により立入検査、質問又は収去をする場合には、その身分を証明する証票を携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。
３　第一項に規定する権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。
（業務の改善に関する勧告）

第七十九条　機構は、大麻専売事業の適正な運営を確保するため必要と認めるときは、第二種大麻取扱者の業務の改善に関し、必要な勧告を行うことができる。

２　機構は、前項の規定による勧告をした場合において、当該大麻取扱者が、正当な理由がなく、その勧告に従わなかったときは、その旨を公表することができる。

（注意表示）
第八十条　機構又は大麻製造業者は、当該大麻製品に、大麻使用者資格者に対し大麻製品の消費と健康との関係に関して注意を促すための厚生労働省令で定める文言を、厚生労働省令で定めるところにより、表示しなければならない。ただし、特に厚生労働省令で定める場合は、この限りでない。
２　機構又は大麻提供業者は、前項の規定により大麻製品に表示されている文言を消去し、又は変更して、大麻製品を販売してはならない。
（広告に関する勧告等）
第八十一条 　大麻製品に係る広告を行う者は、大麻製品と健康との関係に配慮するとともに、その広告が過度にわたることがないように努めなければならない。
２　機構は、前項の規定の趣旨に照らして必要があると認める場合には、あらかじめ、厚生労働大臣に協議し、大麻製品に係る広告を行う者に対し、当該広告を行う際の指針を示すことができる。
３　機構は、前項の規定により示された指針に従わずに大麻製品に係る広告を行った者に対し、必要な勧告をすることができる。
４　機構は、前項の規定による勧告をした場合において、大麻製品の広告を行った者が、正当な理由がなく、その勧告に従わなかったときは、その旨を公表することができる。
第七章　雑則
（都道府県の支弁）
第八十二条　都道府県は、この法律に基づき都道府県知事が行う免許その他大麻取締に要する費用を支弁しなければならない。
（手数料）
第八十三条 　次に掲げる者は、実費を勘案して機構の定める額の手数料を機構に支払わなければならない。
一　第二種大麻取扱者の免許を申請する者
二　第二種大麻取扱者の免許の登録事項の変更を申請する者
三　第二種大麻取扱者の免許の再交付を申請する者

四　大麻取扱責任者の講習を受けようとする者
五　大麻使用資格者の資格証を申請する者（適性診断に係る費用を含む。）
六　大麻使用資格者の定期診断を行おうとする者
七　大麻使用資格の登録事項の変更を申請する者
八　大麻使用資格証の再交付を申請する者
第八十四条　この法律に規定する免許又は許可には、条件を付し、及びこれを変更することができる。
２　前項の条件は、大麻の濫用による保健衛生上の危害の発生の防止及び大麻専売事業の運営の適正を確保するため必要な最小限度のものに限り、かつ、免許又は許可を受ける者に対し不当な義務を課することとならないものでなければならない。
（同一人が二以上の資格を有する場合の取扱）
第八十五条　同一人が第一種大麻栽培者、大麻研究者、第二種大麻栽培者、大麻製造業者若しくは大麻提供業者のうち二つ以上を兼務する場合には、この法律中大麻取扱者免許の取得並びに大麻の譲渡及び譲受に関する規定の適用については、その資格ごとに、それぞれ別個の者とみなす、同一人が二以上の大麻製造業者及び大麻提供業者の免許を有する場合も、同様とする。
（事務の区分）

第八十六条　第七条第二項、第九条第四項、第二十条及び第七十四条の規定により都道府県が処理することとされている事務は、地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二条第九項第一号に規定する法定受託事務とする。
（権限の委任）

第八十七条　この法律に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、地方厚生局長に委任することができる。
２ 　前項の規定により地方厚生局長に委任された権限は、厚生労働省令で定めるところにより、地方厚生支局長又は地方麻薬取締支所の長に委任することができる。
（政令への委任）

第八十八条　この法律に定めるものを除き、この法律を施行するため必要な事項は、厚生労働省令でこれを定める
第八章　罰則
（栽培罪、輸出入罪、製造罪）
第八十九条　第六条第一項の規定に違反して大麻を栽培した者、第七条第一項の規定に違反して本邦若しくは外国に輸入し、又は本邦若しくは外国から輸出した者若しくは第八条に違反して大麻製品を製造した者は、七年以下の懲役に処する。
２　営利の目的で前項の罪を犯した者は、十年以下の懲役に処し、又は情状により十年以下の懲役及び三百万円以下の罰金に処する。
３　前二項の未遂罪は、罰する。
（所持罪、授受罪）
第九十条　第九条第一項、第二項、第三項、第五項、第六項、第七項又は第十条第一項に違反して大麻を所持し、譲り受け、又は譲り渡した者は、五年以下の懲役に処する。
２　営利の目的で前項の罪を犯した者は、七年以下の懲役に処し、又は情状により七年以下の懲役及び二百万円以下の罰金に処する。
３　前二項の未遂罪は、罰する。
（目的外使用罪、研究のための使用罪、栽培地からの持出罪）
第九十一条　次の各号の一に該当する者は、五年以下の懲役に処する。
一　第十条第二項又は第十一条の規定に違反して、大麻を使用した者

二　第二十条、第五十九条第三項の規定に違反した者
２　営利の目的で前項の違反行為をした者は、七年以下の懲役に処し、又は情状により七年以下の懲役及び二百万円以下の罰金に処する。
３　前二項の未遂罪は、罰する。
（栽培罪、輸出入罪の予備罪）
第九十二条　第八十九条第一項又は第二項の罪を犯す目的でその予備をした者は、三年以下の懲役に処する。
（没収）
第九十三条　第八十九条から前条までの罪に係る大麻で、犯人が所有し、又は所持するものは、没収する。ただし、犯人以外の所有に係るときは、没収しないことができる。
２　前項に規定する罪（第九十一条の罪を除く。）の実行に関し、大麻の運搬の用に供した艦船、航空機又は車両は、没収することができる。
（栽培罪、輸出入罪の幇助）
第九十四条　情を知って、第八十九条第一項又は第二項の罪に当たる行為に要する資金、土地、建物、艦船、航空機、車両、設備、機械、器具又は原材料（大麻草の種子を含む。）を提供し、又は運搬した者は、三年以下の懲役に処する。
（授受罪の周旋）
第九十五条　第九十条の罪に当たる大麻の譲渡しと譲受けとの周旋をした者は、二年以下の懲役に処する。
（栽培罪、輸出入罪、所持罪、授受罪の国外犯）
第九十六条　第八十九条、第九十条、第九十二条、第九十三条及び前条の罪は、刑法第二条の例に従う。
（登録地外での栽培、栽培方法規制の違反、納付期限を超えた所持、機構の承認を受けない大麻の譲渡、大麻提供業の義務違反、大麻使用資格者の大麻の施設外への持ち出し）
第九十七条　次の各号の一に該当する者は、三年以下の懲役若しくは五十万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
一　第六条第二項の規定に違反して大麻を栽培した者
二　第三十七条第一項の規定に違反した者
三　第三十八条第四項の規定に違反した者
四　第四十六条の規定に違反して、その所持する大麻の全部又は一部を譲渡した者

五　第五十四条の規定に違反して、その所持する大麻製品の全部または一部を譲渡した者

六　第五十五条第二号から第五号までの規定に違反した者
七　第七十三条第四項の規定（大麻の施設外への持ち出しに係る部分に限る。）に違反して、大麻を大麻提供施設外に持ち出した者
（廃棄罪、免許証及び資格証の貸与罪、虚偽報告又は報告懈怠の罪、廃業の届出違反、事故の届出違反、保管基準違反）
第九十八条 　次の各号の一に該当する者は、一年以下の懲役又は二十万円以下の罰金に処する。

一　第十二条第一項の規定に違反して大麻を廃棄した者
二　第十七条第二項、第二十七条第二項又は第六十九条第三項の規定に違反した者
三　第二十一条、第二十三条、第六十四条、第六十五条、第六十六条の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をした者
四　第三十三条第一項又は第三項（第四項において準用する場合を含む。）の規定による届出をせず、若しくは虚偽の届出をした者
五　第五十九条第一項又は第二項又は第六十条の規定に違反した者　
六　第六十一条第一項の規定による届出をせず、若しくは虚偽の届出をした者

七　第五十五条第一号の規定に違反した者

八　第五十七条第一項の規定に違反した者
２　前項の刑は、情状によりこれを併科することができる。
（免許の失効の届出懈怠、免許の返納に関する規定の違反、帳簿記載義務違反、帳簿保存義務違反、取締活動への非協力）
第九十九条　次の各号の一に該当する者は、十万円以下の罰金に処する。
一　第十九条第二項、第三十条第一項又は第二項、第三十一条第一項の規定による届出をしなかった者
二　第十九条第四項又は第七項、第二十九条第三項、第三十一条第四項、第三十二条第二項の規定に違反して免許証の返納を怠った者
三　第二十二条第一項、第四十四条第一項、第四十五条第一項の規定に違反して、帳簿を備えず、又は帳簿に記載せず、若しくは虚偽の記載をした者
四　第二十二条第二項、第六十二条第二項、第六十三条第二項の規定に違反して、帳簿の保存をしなかった者

五　第七十八条第一項の規定による立入り、検査又は収去を拒み、妨げ、又は忌避した者
（両罰規定）
第百条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して第八十九条第二項若しくは第三項若しくは第九十条第二項若しくは第三項の罪を犯し、又は第九十一第二項若しくは第三項若しくは前三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても各本条の罰金刑を科する。
附　則
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。
（廃止）
第二条　大麻取締法（昭和二十三年七月十日法律第百二十四号）は、廃止する。
（大麻取扱者の免許を受けた者に関する経過措置）

第三条　この法律の施行の際現に廃止前の大麻取締法（以下「旧法」という。）第

　五条第一項の規定により大麻取扱者の免許を受けている者は、施行日に第十五

　条第一項の規定により都道府県知事の免許を受けた者とみなす。

（大麻取扱者の免許の申請に関する経過措置）

第四条　施行日前に旧法第五条第一項の規定により都道府県知事に対しされた申

　請は、施行日に第一五条第一項の規定の申請とみなす。

（大麻取扱者の免許の取消の申請に関する経過措置）

第五条　施行日前に旧法第十条第一項の規定により都道府県知事に対しされた申

　請は、施行日に第十九条第一項の規定の申請とみなす。

（大麻取扱者が死亡又は解散したときの相続人等の届出に関する経過措置）

第六条　施行日前に旧法第十条第二項の規定により都道府県知事に対しされた届

　出は、施行日に第十九条第二項の規定の届出とみなす。

（大麻取扱者名簿の登録事項の変更に関する届出）

第七条　施行日前に旧法第十条第五項の規定により都道府県知事に対しされた届

　出は、施行日に第十九条第五項の規定の届出とみなす。

（免許証の再交付の申請に関する経過措置）

第八条　施行日前に旧法第十条第六項の規定により都道府県知事に対しされた申

　請は、施行日に第十九条第六項の規定の申請とみなす。

（大麻栽培者のその栽培地外へ持ち出しの申請に関する経過措置）

第九条　施行日前に旧法第十四条の規定により都道府県知事に対しされた申請は、

　施行日に第二十条の規定の申請とみなす。

（大麻栽培者の報告に関する経過措置）

第十条　施行日前に旧法第十五条の規定により都道府県知事に対しされた報告は、

　施行日に第二十一条の規定の報告とみなす。

（大麻研究者から他の大麻研究者への大麻の譲り渡しに関する経過措置）

第十一条　施行日前に旧法第十六条の規定により厚生労働大臣に対しされた申請

　は、施行日に第九条第三項の規定の申請とみなす。

（大麻研究者の報告に関する経過措置）

第十二条　施行日前に旧法第十七条の規定により都道府県知事に対しされた報告

　は、施行日に第二十三条の規定の報告とみなす。

（罰則に関する経過措置）
第十三条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
（政令への委任）
第十四条　この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。
（検討）
第十五条 　政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律による改正後の規定の実施状況、社会経済情勢の変化等を勘案し、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。
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